参考資料

公立保育所一般財源化問題メモ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

★「幼保」は一体化なのに、「公民」は分離では「新システム」の目的を達成できない。

★公民の一体化により「一国二制度」を克服し、効率的運営と平等な保育保障を実現。
	　○三位一体改革と公立保育所財源の経過

　　　2003年　障害児保育補助金→基準財政需要額算入

　　2004年　公立保育所運営費国庫負担金（1661億円）→全額基準財政需要額算入

　　2006年　公立保育所施設整備交付金（次世代育成支援対策施設整備交付金のうち）
→特別の地方債の発行を認め、その元利償還金は全額後年度に基準財政需要額に算入
○公立保育所と基準財政需要額

　・公立保育所運営費1661億円全額を基準財政需要額に算入。

　

○2009年における普通地方交付税の算定方法（市町村）の改正について

　・基準財政需要額の算定における、公立保育所保育士「人件費」を「一般行政軽費」から「給与関係経費」に移し替えている。

　・移し替えにより「基準財政需要額」における「公立保育所」部分の所在が不明確になった。

○一般財源化の影響

　・一般財源化により統計資料が不備になっているが、国による検証は実施されていない。

　・中央及び地方において保育財源の所在がみえなくなり、実施水準が低下した。

　・運営費の使途制限撤廃により人件費が削減され、非正規雇用の増加、賃金水準低下。

　・社会的規制が弛緩し、無資格保育者など最低基準違反が多発。

　・「一国二制度」による非効率な運営と公民格差・市町村格差の拡大

○一般財源から保育特定財源への変更にともなう利用者への影響

　　①不交付団体　追加保育財源がゼロから満額となるため、不利益はない。

　　②交付団体

　　　　・交付税措置を上回る公立保育所の実施水準を確保している市町村では、義務的経費化により、確実に財源が確保される。不利益はない。

　　　　・交付税措置を下回る公立保育所の実施水準の市町村では、義務的経費化により、実際の運営費と交付税措置の差額分（保育実施水準の引き下げ分。たとえば人件費の引き下げ）のいわば「流用」ができなくなるが、利用者にとっては、より高い実施水準を義務付ける財源となるので、メリットがある。

○結論

・公民の仕組みを再度一体化し「一国二制度」と市町村格差・公民格差を解消して、すべての子どものための平等な保育保障を実現する。

・財源を公民ともに特定財源（義務的経費）に一元化することにより、弛緩した社会的規制を再度確立し、運営費の使途制限等により保育労働者の処遇を改善して人材の確保と定着を図り、質の高い保育サ－ビスを実現する。
・住んでいる市町村に関わらず子どもに対する平等な保育保障を実現するために、基準財政需要額中の公立保育所部分を特定し、「子ども・子育て新システム」財源に移管すべきである。


Ⅰ.公立保育所運営費の推移

【2002年】
	
	民設民営保育所
	公設公営保育所
	公設公営保育所
	
	地方交付税
基準財政需要額算定
（一般財源）

	設置主体
	　民　　間
	　　　　自　　治　　体
	
	

	地方自治法
	
	「公の施設」（地方自治法の規定）

（議会の議決を経て条例で設置）
	
	

	経営責任
	　民　　間
	　　　　自　　治　　体
	
	

	経営形態
	　民　　間
	　　直　　営
	委　託　契　約
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	保育所運営費
	　　　　国
	庫　　負　　担　　金　


　　　　
	施設整備費等
	　　　　国
	庫　　補　　助　　金


【2003年】　　　　　　　　↓　　　

	保育所運営費
	　　　　国
	庫　　負　　担　　金


　　　　
	特別保育・施設整備補助金等
	　　　　国
	庫　補　助　金
	障害児保育補助金
	⇒
	地方交付税・基準財政序洋楽
（一般財源化）


【2004年】　　　　↓　　　　↓
	保育所運営費
	民間国庫負担金
	公立保育所運営費国庫負担金
	⇒
	一般財源化


　　　　
	施設整備補助金等
	　　　　国
	庫　　補　　助　　金



【2006年】　　　　↓　　　　↓
	運営費負担金
	国庫負担金


　　　　　　　　
	施設整備補助金等
	次世代育成対策交付金
	公立施設整備補助金
	　　⇒
	起債→元利償還金需要額算入


経過

　　　2003年　障害児保育補助金→基準財政需要額算入

　　2004年　公立保育所運営費国庫負担金（1661億円）→全額基準財政需要額算入

　　2006年　公立保育所施設整備交付金（次世代育成支援対策施設整備交付金のうち）
→特別の地方債の発行を認め、その元利償還金は全額後年度に基準財政需要額に算入
公立保育所と基準財政需要額

　　・2004年度において公立保育所運営費1661億円全額を基準財政需要額に算入。

　　・「公立保育所」とは、公設公営保育所及び公設民営保育所。認可外公立保育所も含む。

　2006年度三位一体改革終了時の保育財源（３制度鼎立）
　　　①一般財源による保育実施（直営保育所、公設民営保育所）

　　　②国庫負担金による保育実施（民設民営保育所）

　　　③交付金（次世代育支援対策交付金）による特別保育・施設整備等の実施（民設民営保育所）
Ⅱ.公立保育所運営費基準財政需要額算定方法の推移
【2004年】　　　　　　　
	　一般行政経費
	　　　　　人件費　　　　　　　　　　　　
	事業費


　　　　
	給与関係経費


【2009年】　　　　　　　　　
	　一般行政経費
	人件費1／２
	人件費1／２
	（人件費）
	事業費


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　　　　↓
	給与関係経費
	 　 
	人件費
	事業費（人件費）


【2010年】　　　
	　一般行政経費
	人　件　費
	
	事業費


　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　　　
	給与関係経費
	 　　　（人　　件　　費）
	（事業人件費）


　　

【2011年】　　　　　　　　　　　　
	　一般行政経費
	事業費


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	給与関係経費
	 　　　（人　　件　　費）
	（事業人件費）


　　
2009年における普通地方交付税の算定方法（市町村）の改正
　　　①「人件費」の移し変え

・基準財政需要額の算定における、公立保育所保育士「人件費」を「一般行政軽費」から「給与関係経費」に移し替えている。

　　　　・「人件費」は2009年度2分の1（2010年度2分の1？）移し替え。

②事業費の公務員人件費化
事業費支弁人件費（臨時・非常勤職員等）については、「事業費が定員純減を上回るペースで削減されているため」、「超過削減されている人件費分を給与関係経費に復元」
　　　③公務員の「定数管理」が目的

・総合的な定数管理を目的とするものであり、移し替えによる効果測定を記載している。（2009年は23,868人純減のところ942人増、2010年度は20,666人純減のところ4,143人増と算定）

　　　
　　　　問題点

1 移し替え部分の特定は可能。

2 保育の標準的実施水準を担保することが基準財政需要額算定の目的であり、「定数管理」を理由とする恒常的「移し替え」は不適切。

　　　　  ③ 事業費の人件費化や公務員人件費として算定する場合の公設民営保育所の取り扱いや給与表の取り扱いなど不明瞭な部分がある。
Ⅲ.公立保育所一般財源化後の経過とその影響

　　　
　　1.公立保育所財源が「みえない」→公立保育所財源が「存在しない」

○2004年段階ではマクロレベルでは財源保障の枠組みは維持されると説明されたが、個別の市町村に交付される地方交付税の額は、必ずしも一般財源化相当額が直接に増えるというわけではない。（他の費目、基準財政収入額の算定結果等の影響を受ける。）

○この結果、公立保育所運営費の所在はきわめて見にくいものとなる。

①基準財政需要額に算定されているという意味では存在するが、

②使途が保育に特定されない「一般財源」という意味では存在しない。

○現場段階の運用にあたっては、公立保育所運営費は存在しない（②）とされることが多く、公立保育所の実施水準切り下げの根拠とされた。

　　

2.総務省による基準財政需要額算定上の公立保育所財源隠し

○2009年、2010年の基準財政需要額算定方法の見直しにより、公立保育所としての財源の所在が「隠されてしまった」たため、ますますみえにくいものとなった。

　

①保育所運営費の約80％を占める「人件費」が算定上存在しなくなった。

②正規保育者の拡大による事業費人件費の激増を奇貨として、「事業費」も隠す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

３.待機児童対策の抑制
○確実な財源保障である義務的経費方式を放棄したため、一般財源化により投資環境が悪化し、

基盤整備を抑制する機能をはたしている。

○待機児童が多い大都市部の不交付団体にあっては、特に基盤整備抑制的に機能。

４.市町村の特性にかかわらず、実施水準が低下。

①小規模市町村における実施水準の低下

・公立保育所の比率の高い市町村（一般的には、民間参入が少ない小規模市町村）の実施水準低下が懸念されていた。

・「補正係数」にて配慮されたが、国庫負担金による確実な財源保障がなくなったため、交付税総額の縮小に伴い小規模市町村における実施水準が顕著に低下した。

②不交付団体は財源が削減されただけ

　・不交付団体では、単純に国庫負担金が削除されるだけであり、なんのメリットもない。

・待機児童が多い大都市部にあっては、基盤整備抑制的に機能。

５.人件費使途制限が撤廃され保育労働者の処遇が悪化

○一般財源化により、個別保育所における運営費の使途制限が撤廃されるため、「人件費」規制が存在しなくなる。

○保育所運営費の約80％を占める人件費が削減されるのは当然であり、介護労働者・障害福祉労働者と同様に賃金・労働条件の加速度的悪化が発生。

　　○一般財源化を契機に、非正規保育者が大幅に増大した。（民間保育所よりも比率が高く、約60％）

　

６.社会的規制の弛緩による保育の質の低下

　　○最低基準は存在するが、運営費規制ができないため、遵守させるための道具が存在せず、実効性を担保できない。（最低基準に違反していても、運営費の返還を求めることができなくなる。）

　　○このため、公立保育所においては、社会的規制が弛緩し、民間保育所では存在しえない最低基準違反が多発している。

○たとえば、「無資格保育者」の増大

７.民営化の拡大

○従来のように公立保育所の「民間委託」を行っても、一般財源による運営となるため、多くの場合、民間への「移譲」が選択されている。

○民間保育所への移行インセンティブのある財源構成となっているため、財源の性格の相違のみに基づく民営化が拡大した。

　　　　　

①経常的経費　義務的経費である民間保育所運営費国庫負担金が、確実な財源保障とし

て選択される。

　　　　　②投資的経費　施設整備補助金が存在しなくなったため、公立保育所の施設整備が困難

となり、新規建築はもとより、施設改修を契機に民営化が進められた。

８.統計資料が不十分脆弱となり、実態が把握できなくなる。

　○「分権」の大義名分によって、調査が抑制され、統計資料が不十分になる。

○公立保育所労働者の処遇の悪化、最低基準違反事案なども含め、国による検証は実施されておらず、民間調査により把握するしかない。
９.「一国二制度」による非効率な運用
　　　　○同一事業でありながら、財源保障の責任の所在を分割したため（「公立」＝市町村のみ、「民間」＝市町村・都道府県・国）、都道府県への情報の流れが停滞し、関与が希薄化、結果として制度の一体的運用に支障が生じ、非効率的運用となっている。
　Ⅳ.　社会実験の教訓と「子ども・子育て新システム」
　　
　　（1）特定財源の必要性

　　　　　・地方政治のパワ－ゲ－ムの現実のもとで一般財源を選択すると、社会的パワ－が弱い「子どもには財源が配分されにくい。
　　　　　　　　　　　　　　　↓

○子ども特定財源の確保が必要
　　　　（2）特定財源とナショナルミニマムによる社会的規制の担保
　　　　　・地方政府が設置する保育所であっても、運営費規制が存在しなければ社会的規制が弛緩し、無資格保育者の配置を含む最低基準違反など保育保障機能が低下する。
　　　　　             ↓
○社会的規制を担保するため、特定財源による運営費規制の仕組みを整備する。

　　　　　○子どもの権利保障の観点から、地方政府のみに社会的規制を委ねるのではなく、ナショナルミニマムによる規制を整備する。
（3）運営費使途制限の必要性
　　　　　　・一般財源化による運営費使途制限の撤廃により、非正規雇用が拡大し、保育労働者の賃金・労働条件が加速度的に悪化し、人材不足が深刻化している。

　　　　　　            ↓
○運営費使途制限の設定等労働者保護規制を整備し、保育労働者の確保と定着をはかり、質の高いサ－ビスを提供する。

（4）人口減少地域における保育保障

　　・一般財源化により、公立保育所の比率が高く、財政力が劣る人口減少地域における保育の実

　　　施水準を低下させ、市町村格差が拡大した。
　               ↓
○義務的経費として取り扱い、財政的格差が反映しない確実な財源保障の仕組みを選択する。
（5）待機児童対策のための義務的経費化
　・一般財源による実施は、財源保障の確実性が乏しく、良好な投資環境とはいえず、待機児童対策としてふさわしくない。
　　・待機児童対策が最も必要な大都市部の不交付団体等に対する、追加財源が存在せず、待機児童対策としてふさわしくない。
　　               ↓
○運営費を義務的経費化し、基盤整備に向けた投資を促進するとともに、高いニ－ズを有する大都市部に対する財源投入を拡大する。
　　　　

　　　　（6）透明性が高い参画型子ども・子育て施策の運用
　　　　　　・一般財源化により統計資料が不足し、公立保育所の実態があきらかにされていない。
　　　　　　・総務省の恣意的な操作により、基準財政需要額算定方式が見直され、保育部分が一方的に隠されてしまった。

　　　　　　・分権化により、地方政府主導の保育行政が進んだが、利用者・当事者の参画の仕組みが整備　　　　されなかったため、行政主導の保育行政となっている。
　　　　　                  ↓
　○公立保育所を含む統計資料を継続的に整備する。

○基準財政需要額の保育部分を特定し、標準的な保育保障の水準を明確にする。

　　　　　　○中央及び地方に「子ども・子育て会議」を設置し、ステ－クホルダ－民主主義による運営の仕組みを整備し、住民主体の保育行政に転換する。
　　　（7）「一国二制度」からすべての子どもに対する一体的な保育保障へ
　　　　　・「一国二制度」により非効率な運営となっている。
　　　　　・子どもにとっては、たまたま選択した（せざるをえなかった）保育所の経営主体により財源保障の仕組みや社会的規制のあり方が異なることによって、保育保障の水準に格差は発生している。
　　　　　                    ↓
○「子ども・子育て新システム」において、幼保一体化を強力に推進しながら、単なる経営主体の相違から、保育所の約50％を占める公立保育所を除外する合理的理由はない。
○「幼保」は一体化、「公民」は分離では、分立する制度・財源の統合を目指す「新システム」の目的を達成できない。
　○財源や社会的規制を担保する仕組み等を再度一体化し、効率的運営と平等な保育保障を実現する必要がある。
　　　　　
資料①

三位一体改革に関し、平成１５年１２月１０日の官房長官、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、自由民主党政調会長及び公明党政調会長による協議において、合意された内容は以下の通り。
公立保育所については、地方自治体が自らその責任に基づいて設置していることにかんがみ一般財源化を図るものであり、民間保育所に関する国の負担については、今後とも引き続き国が責任を持って行うものとする。生活保護負担金の見直しについては、自治体の自主性、独自性を生かし、民間の力も活用した自立・就労支援の推進､事務執行体制の整備、給付の在り方、国と
地方の役割・費用負担等について、地方団体関係者等と協議しつつ、検討を行い、その結果に基づいて平成１７年度に実施する。
資料②自治労情報2004第17号（2004年1月28日）
公立保育所運営費負担金の一般財源化に関して総務省交渉を実施
自治労は、2004年度政府予算原案に、公立保育所運営費負担金の廃止･一般財源化が盛り込まれたことに対して、全国各市町村で、保育施策の後退、公立保育所の運営責任放棄や民間移譲といったことが招かれないよう、政府としての考え方を質すべく、1月27日14時から、総務省（調整課）との交渉を行った｡交渉には、自治労側からは、岡部副委員長、秋野社会福祉評議会議長、徳茂健康福祉局長、中島政治政策局次長らが臨み､総務省側からは、原調整課長、黒瀬調整課課長補佐が対応した。交渉の概要は以下のとおり（別紙要請書参照）。
 
はじめに、自治労側は「自治労としては、保育所運営費負担金の見直しをする場合は、現在着手されている、各市町村の『市町村保育計画』･『次世代育成支援行動計画』策定以降とするよう各方面に主張してきた。しかし、負担金が、しかも、公立保育所についてのみ廃止･一般財源化の方針が示された｡ついては、市町村の保育施策が後退しないよう、私どもとしての要望があるので、回答願う」とした上で、要請書の各項目ごとに回答を求めた｡

これに対して､総務省側は、「私どもとしても、地方分権を推進していくために､権限と財源を移譲する『三位一体の改革』を進めていかなければならないと考えている。今回、総理から国庫補助･負担金の1兆円削減指示があった。その際に、私どもは2つの点について主張した。一つには、地方の声を重視すべきだということ｡地方からの『この補助金について削減し､その財源を移譲してくれ』という声を重視すべきだということである。二つめには、単なる補助率のカットは厳に慎むべきだということであった。さて、その後、事態の急展開の中で、厚労省関係の削減対象としては、公立保育所運営費負担金が、地方の要望の中にあった、児童保護費の一般財源化の求めに押される形で出てきた。いずれにしても、公立保育所に係る地方の事務は残るわけで、しかるべき税源移譲を主張した。その結果､所得税の本格的な移譲までの措置として、所得譲与税を創設し、人口で配分されることとなった」とした上で、各項目ごとに、概ね次のとおり回答した｡

①地方財政計画において、これまでの公立保育所運営費国庫負担金（2分の1）相当額（1661億円）及び都道府県負担金（4分の1）相当額は、基準財政需要額総額に全額算定されたことにより、今回の公立保育所運営費負担金廃止によって公立保育所運営に関わる財源の不足は生じない仕組みにしている。この仕組みについて、去る1月20日付けの自治財政局財政課長内かんの発出、同21日に開催された都道府県財政課長会議を通じて周知している。

②基準財政収入額に算入される予定の所得譲与税は人口を基準として配分されるが､各市町村における平成16年度に見込まれる所得譲与税額と現年度の公立保育所運営費負担金相当額と比較した場合に発生する過不足については、交付税額に吸収される。このため、一般財源化に伴い市町村において公立保育所運営に関わる財源不足が発生することはない。

③「三位一体の改革」の基本方向に沿って地方財政計画の歳出の見直しを行った結果､交付税総額が減額となるが、総務省としては､交付税の財政調整機能と財源保障機能は堅持すべきと考えている。今回､公立保育所運営費負担金相当額を基準財政需要額に全額算入したということは、公立保育所を現に有する自治体の行政需要に必要な財源確保を念頭におきながら地方財政計画を策定したということである｡交付税の使い道はそれぞれの地方団体が議会の承認を得て決定することであるが、私どもとしては、各地方団体は、補助金･負担金がカットされたからその部分の予算は削減するということでなく、今回の負担金廃止はあくまで財源の転換が目的であり、引き続き一般財源により必要な予算の裏付けがなされることを念頭において予算編成されることを期待している｡

④これまでの公立保育所運営費負担金における保育単価と基準財政需要額の関係については､補正係数の具体の定め方は未確定であるが、各地方団体の需要額の算定上保育単価を活用する等により、現行の国庫負担金額と遜色ない額となるよう努力したい｡

⑤各市町村が作成した数値を自ら公表することに何ら支障はない｡ほとんどの自治体は既に情報公開条例を持っており､市町村予算編成の前提となる各種情報は請求があれば開示すべき性格の情報である。

⑥今回の制度改正によって民間保育所分はこれまでどおり国庫負担金として地方団体を経由して民間保育所に支給される｡ある地方団体内で、公立を民間移譲するなどして､公立保育所を減らし民間保育所を増やしたとしても、国が算定する、当該地方団体の公立･民間あわせての保育所運営に係る国庫負担金と交付税の需要額とを合わせた額は、基本的に変わらない｡また、公立保育所運営を民間委託（公設民営）したとしても、公立保育所として取り扱うことに変わりはない｡

　これらの回答を受けて、さらに、自治労側は「今回の話に関して、個々の自治体レベルでは『公立を持っていると損だ｡民間移譲すべし』との姿勢を示すところがあるなど、財政制度が十分理解されていない｡私ども労働組合の立場からも正しい情報提供に努めるが、総務省の立場からも、各自治体で首長らの財政についての誤った認識によって必要な施策が執られないといったことがないように、情報提供や助言を行っていってほしい」と述べ､総務省側も「『三位一体の改革』の初年度であり地方団体の側に誤解のないように努力したい」と応じ、この日の交渉を終えた。

以上
 
＜別記＞

2004年1月27日

総務大臣

麻生 太郎 様

全日本自治団体労働組合

中央執行委員長  人見 一夫

 
公立保育所運営費負担金一般財源化に伴う要請
 
地方自治推進に向けた貴職のご尽力に敬意を表します｡

さて、2004年度予算案において公立保育所運営費国庫負担金（1660億円）が廃止され、所得譲与税として税源移譲が行われる見込みです｡自治体が自主的に判断する余地が広がった側面がある一方で､保育に携わる組合員の中には、保育サービスの基盤整備が進んでいない現状を放置したまま「地方自治体が自主的に」保育施策の優先順位を下げてしまうことに対する危惧が広がっています。このため自治労は、分権･自治にとって税源移譲と補助･負担金一般財源化は不可欠であると考えていますが､保育所運営費負担金の一般財源化については次世代育成支援対策推進地域行動計画による基盤整備の後にするよう、関係各省に要請してきたところです｡

2004年度の公立保育所運営費負担金廃止はほぼ確実となっています｡しかし、児童福祉法第24条は市町村の保育の実施責任を明確に定め、全国どの市町村も例外なく最低水準を確保する必要があります｡また､児童福祉法第2条の「国･地方公共団体の責任」は何ら変更がありません。しかも成立した次世代育成支援対策推進法は地方自治体が役割を確実に果たすよう行動計画の策定を義務付けているところです｡従って、現行児童福祉法に基づき現在実施している公立保育所の保育について、一般財源化を契機に水準の引き下げ･質の低下をもたらすことはあってはならないことだと考えます｡ついては､公立保育所運営費国庫負担金一般財源化が公立保育所における保育の質･量の水準低下をもたらすことのないよう、以下の通り要請いたします｡

 
記

 
１．公立保育所運営費負担金一般財源化にあたり、市町村における公立保育所運営費の財源不足が発生しないよう財源措置を行い、市町村に十分周知すること｡

 ２．新たに税源移譲の方法として予定されている所得譲与税について人口規模の小さい自治体についても財源不足が発生しないよう十分な措置を行うこと｡また、新たな仕組みであり､市町村に対し十分周知すること｡

３．保育の最低基準を遵守することは児童福祉法で規定する自治体の責務であり､この責任を果たすために必要な財源を交付税において確保すること。

４．保育所運営費国庫負担金については保育単価が公開されている｡保育単価は義務的経費に相当すると考える｡基準財政需要額の単位費用が保育単価と遜色ない金額となるよう措置すること｡また、市町村が保育に係る自らの基準財政需要額を把握できるよう、社会福祉費の内訳項目ごとに単位費用の考え方、算定方法を速やかに開示すること｡　

５．交付税額が確定する時点（７月）で、各都道府県、各市町村の公立保育所運営費相当分の基準財政需要額を情報開示すること。自治体の公立保育所運営にかかる2004年度予算額が現年度の予算額と大きく変更となる場合には自治体がその根拠を公表し説明責任を果たすよう、総務省として支援･助言すること｡

６．公立保育所運営費負担金の廃止･一般財源化が、自治体内の公立保育所の民間委託を促進しない仕組みとすること｡

 
資料③
平成16年7月30日提出質問第四号
公立保育所運営費一般財源化の影響に関する質問主意書

提出者　　中根康浩

　　政府の「三位一体改革」により、平成十六年度から国の公立保育所に対する運営費の補助が廃止された。この影響を注視し、地方における子育て支援策の推進を阻害することのないようにすることが大切である。
　従って、次の事項について質問する。

（１）　公立保育所運営費の一般財源化による自治体への補助金削減と一方で税源移譲による所得譲与税との差額を自治体の人口規模別に把握した上で、人口規模によって差異が生じる理由をどのように考えているか、また、その差異を解消するために何らかの方策を講じる必要はないのか。
（２）　公立保育所運営費負担金の廃止により平成十六年四月から保育料の引き上げを強いられた自治体ならびに同じ理由で今後保育料の引き上げが予定されている自治体について把握した上で、これらの自治体に対して政府は何らかの指導をしてきたのか、また今後する考えはあるのか明らかにされたい。

右質問する。

回答

（1）について

所得譲与税については、保育所運営費国庫負担金のうちの公立保育所に係る分（以下「公立保育所負担金」という。）を含む複数の国庫補助負担金のいわゆる一般財源化を行ったことに伴って創設されたものであり、使途の限定されない一般財源であることから、各地方公共団体における当該所得譲与税額と公立保育所負担金の額とを単純に比較することは適当ではないと考えるが、所得譲与税額は各地方公共団体の人口にあん分して算定されるものであり、公立保育所負担金の額は公立保育所への入所児童数等に応じて算定されるものであるため、人口が同一の市町村を比較した場合には、所得譲与税額は同額であるが、公立保育所負担金の額は公立保育所入所者数等に応じて異なるものの、このような所得譲与税額と公立保育所負担金の関係については人口規模によって異なるものではない。なお、厚生労働省が人口規模別に把握している公立保育所負担金の額及び当該市町村の所得譲与税額については、別表のとおりである。
　右に述べた状況を踏まえ、地方交付税の算定においては、所得譲与税を地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）第二条第四号に規定する基準財政収入額に算入するとともに、公立保育所負担金のいわゆる一般財源化に係る経費相当額について、公立保育所の入所児童数を指標とした同法第十三条第四項第二号に規定する密度補正を適用し地域の実情を反映させた上で、同法第二条第三号に規定する基準財政需要額に算入することにより、適切に対応しているところである。
（２）について

　　公立保育所負担金のいわゆる一般財源化を行ったあとの各地方公共団体の公立保育所における保育の実施状況については、調査を実施することとしており、具体的な内容、方法等を検討しているところであるが、公立保育所負担金のいわゆる一般財源化と関連して、国から地方公共団体に対し保育料に関する指導を行ってはおらず、その予定もない。（１）についてで述べたように、地方交付税において適切な財源措置が講じられることとなっており、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）に基づく自治事務である保育料の設定については、保育の実施義務を有する市町村において、地域の実情に応じて適切に判断されるものと認識している。

資料④地方財政審議会議事要旨

日　時　　平成21年1月16日（金）　10時00分～12時20分
出席者　（委員）　神野　直彦（会長）　　池ノ内　祐司
木内　征司　　佐藤　信　　木村　陽子
　　　　（説明者）自治財政局財政課　財政企画官　出口　和宏

　　　　　　　　自治財政局交付税課 理事官　伊藤正志
　　　　　　　　　　　　　　　　　　課長補佐　吉永　浩

議題（1）平成21年度地方財政計画（案）について（抜粋）
　　　　　標記の件について、説明を受け、審議の上、これを了承した
○公立保育所保育士の人件費の一般行政経費から給与関係経費への移し替えは、単年度限りの措置か。また、事業費支弁人件費についてはどうか。
→公立保育所関係経費は、公費負担分と保育料で賄う分があり、一般行政経費に計上していた公費負担分のうち、人件費部分について、平成21年度は2分の1を給与関係経費に移し替えるものである。　
事業費支弁人件費については、近年、事業費が定員純減を上回るペースで削減されているため、超過削減されている人件費分を給与関係経費に復元するものである。
　これらにより、総合的に定員管理を行うこととしている。
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